
対象 施策概要 内容

障害者支援 相談窓口の設置
当事者意見の吸い上げ

障害者差別解消相談センター、弁護士・福祉専門職による法律相談
障害者委員会の開催

事業者支援 アドバイザーによる助言
企業研修等の講師引受 合理的配慮アドバイザーの派遣、職員による行政説明

県民支援 障害の理解促進 障害者週間（12月3日～9日）の各種イベント等

※障害種別と相談分野は複数の項目にまたがる案件が含まれるため、合計件数と受付件数は一致しない。

※精神科病棟内の公衆電話に法律相談の案内掲示をしているため、精神障害者の割合が高い。
※相談分野の「その他」は、精神科病院からの退院に関する相談が多い。

　障害者に対しては、差別解消相談センターや弁護士・福祉専門職法律相談の更なる周知に取組み、相談の有無に関わら
ず「障害者差別等について相談できるところがある」ことを多くの障害者に認知してもらえるよう努める。また、同時に、国の障
害者差別解消法の検証・見直しを注視し、その内容の周知を図るとともに、特に拡大する障害者雇用で障害者と新たに接
する機会が多くなっている民間企業等に対する啓発を労働局等と連携しながら進めていく。

８．差別解消施策に係る今後の課題

３．障害者差別解消相談センター受付状況（H30,R1年度）

４．弁護士・福祉専門職法律相談受付状況（H30,R1年度）

７．合理的配慮アドバイザー制度の仕組み（H30年度派遣実績：４件、R1年度派遣実績：３件）

１．本県差別解消関連施策の組み立て

２．障害者差別事案への対応体制

障害者差別解消に向けた取組状況
５．障害者差別解消相談センターへ寄せられた主な相談の概要　【取扱注意】

６．相談事例の全体的な傾向とセンターの対応等ポイント

相談件数 業務日数 1日平均 来所 電話 FAX Mail 身体 知的 精神 他
124 244 0.51 1 111 0 12 57 5 53 34

相談件数 業務日数 1日平均 来所 電話 FAX Mail 身体 知的 精神 他
98 241 0.41 4 90 0 4 34 24 45 21

福祉 医療 小売 労働 教育 交通 サービス 行政 家族 住民 他
8 7 5 7 3 2 5 16 7 1 64
福祉 医療 小売 労働 教育 交通 サービス 行政 家族 住民 他
2 1 1 7 1 4 4 7 6 7 58

Ｈ３０年度

Ｒ1年度

Ｈ３０年度

Ｒ1年度

相談形態受付件数 障害種別

相談分野

相談件数 業務日数 1日平均 電話 FAX 身体 知的 精神 他 家庭 財産・金銭 事故・賠償 人権 法令解釈 その他
174 49 3.55 174 0 48 19 101 6 12 38 47 6 10 61

相談件数 業務日数 1日平均 電話 FAX 身体 知的 精神 他 家庭 財産・金銭 事故・賠償 人権 法令解釈 その他
223 48 4.65 223 0 46 17 155 5 29 34 44 13 15 88Ｒ１年度

相談形態 障害種別

Ｈ３０年度

受付件数 相談分野

①
市役所の障害者枠で採用された。勤務先の上司はきつい言葉での対応であり、脚が不自由でプリンターが離れていて不便
である。【身体障害（本人）】（センター回答：職場環境の問題であると思われた。職場の中で相談できる方を探すこと
や、プリンターが離れている事など具体的に困っていることを伝えるよう勧めた。）

②

企業で働く知的障害の子供がいる。上司や産業医に体調が悪いと訴えるが取り合ってもらえない。また知的障害者の特性
を理解してくれず、合理的配慮の提案を求めようと思う。【知的障害（父親）】（センター回答：雇用分野における障害者
への合理的配慮について定めがあるので、同法を所管し、企業への指導権限を持っている兵庫労働局に相談してはどうかと
提案した。）

③

高齢の障害者が1人で商店街を歩いていると、学生とぶつかった。二人はその場を争うことなく別れたが、どうして相手がお
互いを思う気持ちになれないのか、どうしたらそういう社会になるのか。【身体障害（障害者支援者）】（センター回答：争
うことなく、相手を労うことなく、別れたのが相談者は腑に落ちなかったようである。相談者の方はどのようにすれば、相手を
思う社会になるのかと訴えられ、傾聴に努めると電話を終えられた。）

④
電車の遅延等があった際、放送によるアナウンスだけなのは問題ではないか。聴覚障害の人には認知されないし、視覚障害
や自閉症の方はパニック状態になるのではないだろうか。放送だけでなく、文字に起こしてほしい。【視覚障害（介護職）】
（センター回答：センターで記録として残し、情報交換などの際に利用してもらいたいとのことで、電話を終えられた。）

⑤
車椅子の１人暮らしでマンション５階に在住。マンション工事のため１ヵ月半エレベーターが使えなくなる。このことについて
合理的配慮が無い。【身体障害（友人）】（センター対応：管理組合へ事実確認をするとともに、相談者の希望に基づ
き、法の趣旨を説明し終了した。）

① 相談内容の大半は一般的な相談であり、障害者差別に特化した相談自体は少ない。
また、相談を傾聴することで、相談者が落ち着き、助言等することなく相談が終わることも多い。

②
差別的な扱いを行ったとする相手先に対し、センターからの指導等を求めるケースや、自らの希望が叶わなければ
「合理的配慮の不提供である」として、事業者等の事情を顧みない等、法を根拠に過重な対応を求めるケースが
あるが、法の趣旨である当事者間での建設的対話の重要性を伝えている。
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